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自己評価実施要項対照表（主な事項）

頁 行 現行 修正案 備考（理由）

Ⅴ 評価の実施方法 Ⅴ 評価の実施方法 評価基準の改訂等に関す

・・・ ・・・ る事項は，評価の実施方法

４ ２７ ではないので，事項ⅩⅤと（４）評価基準の改訂等

して示すため機構は，法科大学院関係者，法曹関係

者及び評価担当者等の意見を踏まえ，適

宜，評価基準等の改善を図り，開放的で

進化する評価システムの構築に努めます （ｐ．９へ移動）。

評価基準の改訂及び評価方法その他評

価に必要な事項の変更は，事前に法科大

学院関係者及び法曹関係者等へ意見照会

を行うなど，その過程の公正性及び透明

性を確保しつつ，評価委員会において審

議し，決定することとします。

Ⅵ 評価のスケジュール Ⅵ 評価のスケジュール 認証評価の申請は，大学

５ ３１ ○ 機構は，評価結果を確定する前に ○ 機構は，評価結果を確定する前に から行われており，法科大対象 対象

に通知します。 に通知します。 学院との対応に関しての窓法科大学院 法科大学院を置く大学

口は大学であるため

，Ⅵ 評価のスケジュール Ⅵ 評価のスケジュール 評価結果の公表に当たり

・・・ ・・・ 認証評価の透明性や社会に

○ 確定した評価結果は，評価報告書とし ○ 確定した評価結果は，評価報告書とし 対する説明責任を果たす観

てまとめた上，当該法科大学院を置く大 てまとめた上，当該法科大学院を置く大 点から，法科大学院を置く

学へ通知し，文部科学大臣に報告すると 学へ通知し，文部科学大臣に報告すると 大学から提出された自己評

ともに，広く社会に公表します。 ともに，広く社会に公表します。 価書（別添の資料・データ

〃 ４６ 等を除く ）も併せて公表○ 評価結果の公表の際には，当該法科大 。

するため学院を置く大学から提出された自己評価

（新規） 書（法科大学院の自己評価で根拠として

別添で提出された資料・データ等を除

く ）を機構のウェブサイトに掲載しま。

す。



- 2 -

頁 行 現行 修正案 備考（理由）

，Ⅶ 評価の結果と公表 Ⅶ 評価の結果と公表 評価結果の公表に当たり

・・・ ・・・ 認証評価の透明性や社会に

（２）評価報告書は，対象法科大学院ご （２）評価報告書は，対象法科大学院ご 対する説明責任を果たす観

とに作成し，当該法科大学院を置く とに作成し，当該法科大学院を置く 点から，法科大学院を置く

大学に提供します。また，印刷物の 大学に提供します。また，印刷物の 大学から提出された自己評

刊行及びウェブサイト（http://www. 刊行及びウェブサイト（http://www. 価書（別添の資料・データ

niad.ac.jp/）への掲載等により，広 niad.ac.jp/）への掲載等により，広 等を除く ）も併せて公表。

く社会に公表します。 く社会に公表します。 するため

（３）評価結果の公表の際には，評価の６ ６

透明性を図るため，当該法科大学院

を置く大学から提出された自己評価

（新規） 書（法科大学院の自己評価で根拠と

して別添で提出された資料・データ

等を除く ）を機構のウェブサイト。

（http://www.niad.ac.jp/）に掲載

します。

Ⅷ 情報公開 Ⅷ 情報公開 当該法科大学院が作成す

・・・ ・・・ る自己評価書（別添の資料

（２ ・・・ （２ ・・・ ・データ等を除く ）につ） ） 。

ただし，法科大学院等から提出さ ただし，法科大学院等から提出さ いては，Ⅶの評価の結果と

，〃 １６ れ，機構が保有することとなった れ，機構が保有することとなった 公表に関する取扱いにより法 法

に当たっては，独立行 機構のウェブサイトに掲載人文書の開示 人文書（当該法科大学院が作成する

政法人等情報公開法に基づき当該法 することとしているため自己評価書（法科大学院の自己評価

で根拠として別添で提出された資料科大学院等と協議するものとします。

・データ等を除く ）は除く ）の開。 。

に当たっては，独立行政法人等情示

報公開法に基づき当該法科大学院等

と協議するものとします。

ⅩⅣ 法科大学院年次報告 ⅩⅣ 法科大学院年次報告書 認証評価の申請は，大学

９ ２ は，基準９－３－ は，基 から行われており，法科大機構認定法科大学院 機構認定法科大学院を置く大学

２に規定する教育活動等に関する重要事 準９－３－２に規定する教育活動等に関 学院との対応に関しての窓

項を記載した文書を ・・・毎年度，機 する重要事項を記載した文書を ・・・ 口は大学であるため， ，

構へ提出することとしています。 毎年度，機構へ提出することとしていま

す。
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頁 行 現行 修正案 備考（理由）

ⅩⅣ 法科大学院年次報告 ⅩⅣ 法科大学院年次報告書 評価基準の改訂等に関す

・・・ ・・・ る事項は，評価の実施方法

ではないので，事項ⅩⅤと

９ １６ して示すためⅩⅤ 評価基準の改訂等

機構は，法科大学院関係者，法曹関係

者及び評価担当者等の意見を踏まえ，適

宜，評価基準等の改善を図り，開放的で

。進化する評価システムの構築に努めます

（ｐ．４より移動） 評価基準の改訂及び評価方法その他評

価に必要な事項の変更は，事前に法科大

学院関係者及び法曹関係者等へ意見照会

を行うなど，その過程の公正性及び透明

性を確保しつつ，評価委員会において審

議し，決定することとします。

Ⅰ 法科大学院認証評価の内容等 Ⅰ 法科大学院認証評価の内容等 認証評価の申請は，大学

・・・ ・・・ から行われており，法科大

３ 実施時期 ３ 実施時期 学院との対応に関しての窓

・・・ ・・・ 口は大学であるため

対 対１０ ２１ １月末 評価結果を確定する前に １月末 評価結果を確定する前に

に通知 に通象法科大学院 象法科大学院を置く大学

知

対象法科大学院 対象法科大学院を置く大学〃 ２２ ２月下旬 からの意見 ２月下旬

の申立ての受付締切 からの意見の申立ての受付締

切

Ⅲ 実施時期 Ⅲ 実施時期

・・・ ・・・

対象 対象２２ １７ １月末 評価結果を確定する前に １月末 評価結果を確定する前に

に通知 に通知法科大学院 法科大学院を置く大学

〃 １８ ２月下旬 からの意見の ２月下旬 か対象法科大学院 対象法科大学院を置く大学

申立ての受付締切 らの意見の申立ての受付締切
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頁 行 現行 修正案 備考（理由）

基準２－１－４ 基準２－１－４ 平成17年度に実施した法

各授業科目における，授業時間等の設 各授業科目における，授業時間等の設 科大学院認証評価（予備評

定が，単位数との関係において，大学設 定が，単位数との関係において，大学設 価）を踏まえ，根拠となる

置基準第２１条から第２３条までの規定 置基準第２１条から第２３条までの規定 資料の例示として追加する

に照らして適切であること。 に照らして適切であること。 ため

□休講となった授業科目における補 □休講となった授業科目における補

習等の措置が把握できる資料 習等の措置が把握できる資料

□開講授業科目一覧（別紙様式１） □開講授業科目一覧（別紙様式１）

□シラバスの授業計画，科目概要な □シラバスの授業計画，科目概要な

ど授業内容を示した箇所 ど授業内容を示した箇所

□授業時間割表 □授業時間割表

（新規） □学年暦３０ ３８

基準６－１－３ 基準６－１－３ 当該事項については，私

解釈指針６－１－３－２ 解釈指針６－１－３－２ 立大学に該当する事項であ

入学者への法科大学院に対する寄付等 入学者への法科大学院に対する寄付等 るため

３９ １１ の 開始時期は入学後・・・ の 開始募集 募集を行っている場合には，その

時期は入学後・・・

基準９－３－２ 基準９－３－２ 平成17年度に実施した法

解釈指針９－３－２－１ 解釈指針９－３－２－１ 科大学院認証評価（予備評

教育活動等に関する重要事項を記載し 教育活動等に関する重要事項を記載し 価）を踏まえ，根拠となる

た文書には，次に掲げる事項が記載され た文書には，次に掲げる事項が記載され 資料の例示として追加する

ていること。 ていること。 ため

・・・ ・・・

□教育活動等に関する重要事項を記載 □教育活動等に関する重要事項を記載

した文書等 した文書等

（新規） □学生募集要項など４９ ３６

基準１０－１－１ 基準１０－１－１ 単に施設面積を求めるも

解釈指針１０－１－１－３ 解釈指針１０－１－１－３ のではなく，十分に面談す

５０ ３０ 教員が学生と 教員が学生と ることができるスペースで面談することのできる十 十分に面談することので

が確保されていること。 が確保されていること。 あることを求めるため分なスペース きるスペース

５３ 別紙様式１ 【別紙参照】

５５ 別紙様式３ 【別紙参照】



備考（理由）

①　（注）２として，開講授業科目一

開講授業科目一覧 学期区分　： 　    を採用 開講授業科目一覧 学期区分　： 　    を採用 　　 覧の「授業科目名」の説明を追

     加･･･平成１７年度に実施した

　   法科大学院認証評価（予備評

名　　前 分類 名　　前 分類 　 　価）を踏まえ，主として，基準２－

     １－２及び基準２－１－３を分析

　　 するにあたり，授業科目を４科

     目区分（法律基本科目，法律

     実務基礎科目，基礎法学・隣接

     科目，展開・先端科目）に区分

     整理する必要があるため

②  様式の項目「授業科目内容の

     概要」及び「シラバス等のペー　　

　　 ジ」に記述欄を追加･･･４科目

　　 区分に区分整理ができない場

　　 合の記入欄が必要であるため

　　 記入欄が必要であるため

③　（注）３の下線部分の修正･･･

　　 種類が重複しているので前半

　　 を削除するため

④　開講授業科目一覧の「授業方

　　 法」と「担当教員」の間に「受講

     生数（うち，ＬＳ外の学生）」を移

　 　 　   動･･･書面調査の際により見や

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ 　　 すくするため

⑤　現行の（注）２以降の番号の変

法情報調査 法情報調査 　　 更･･･①の追加による見出し番

法文書作成 法文書作成 　　 号のずれをそろえるため

模擬裁判 模擬裁判

ローヤリング ローヤリング

クリニック クリニック

エクスターンシップ エクスターンシップ

（注） （注）

        開講されていない場合においても記入してください。         開講されていない場合においても記入してください。

 　２　「学期区分」の種類については，採用している学期の種類（セメスター制，トリメスター制等）を記入してください。

       展開・先端科目）に区分整理して記入してください。ただし，４つの科目に区分することができない授業科目については，

       新たに科目分野を設けて記入してください。なお，複数の科目に該当する授業科目については，「授業科目内容の概要」

 　５　「時間数（時間）」については，当該開講科目における総時間数（例：９０分授業が１５週行われる場合には，２２．５時間と 　 　　に，該当する科目・授業の開講数等の内容について簡潔に記入してください。

        なります。）を記入してください。ただし，試験時間については，含まないものとします。  　３　「学期区分」については，採用している学期の種類（セメスター制，トリメスター制等）を記入してください。

        『隔年○』，開講していなければ『隔年×』と記入してください。  　６　「時間数（時間）」については，当該開講科目における総時間数（例：９０分授業が１５週行われる場合には，２２．５時間となり

        ます。）を記入してください。ただし，試験時間については，含まないものとします。

        にはすべてを記入してください。

　　 　 兼任）により，記入してください。         ○』，開講していなければ『隔年×』と記入してください。

        すべてを記入してください。

        ください。（例：同一科目が２クラス開講されており，それぞれ５０人（うち，ＬＳ外の学生は２人）と４０人（うち，ＬＳ外        （例：同一科目が２クラス開講されており，それぞれ５０人（うち，ＬＳ外の学生は２人）と４０人（うち，ＬＳ外の学生は０人）の

       の学生は０人）の場合には，『①５０（２），②４０（０）』となります。）        場合には，『①５０（２），②４０（０）』となります。）

        により，記入してください。

        基本科目については，その内容の記入は不要です。

       基本科目については，その該当ページの記入は不要です。

法曹倫理

法
律
実
務
基
礎
科
目

 別紙２（別紙様式１）別紙２（別紙様式1）

○○大学大学院○○研究科○○専攻

受講生数（うち，
ＬＳ外の学生）

担当教員
 

シラバス等
のページ

授業科目内容の概要

 　７　「開講方法」については，『毎年』，『隔年』の区分で記入してください。なお，隔年開講については，今年度開講していれば

 　６　「必修・選択等」については，『必修』，『選択』，『選択必修』等の区分を記入してください。

 １０  「授業科目内容の概要」については，開講する各授業科目についての講義等の内容を簡潔に記入してください。

 １１  「シラバス等のページ」については，シラバス等の授業計画を記載した冊子中の該当ページを記入してください。

 　９  「担当教員」の「分類」については，別紙様式３の教員分類別内訳 の「分類」の「記号」（専，専・他，実・専，実・み，兼担，

　 ８　「授業方法（形態）」については，『講義』，『演習』，『実験』，『実習』若しくは『実技』のいずれかを，これらを併用する場合

 １２  「受講生数（うち，ＬＳ外の学生）」については，同一科目を複数クラス開講している場合には，それぞれ記入して

授業科目名科　　　目

法
律
基
本
科
目

民事系科目
（民法・商法・
民事訴訟法）

公法系科目
（憲法・行政法）

刑事系科目
（刑法・刑事訴訟法）

民事訴訟実務の基礎

刑事訴訟実務の基礎

法曹倫理

 　４　「学期」については，『前期』，『後期』等の区分を記入してください。

 　１　評価実施年度の５月１日現在で，当該年度開講科目のみ記入してください。また，隔年開講の授業科目が評価実施年度に

民事訴訟実務の基礎

刑事訴訟実務の基礎

 　３　「配当年次」については，配当年次が複数ある場合（例えば，２，３年次配当）は，当該配当年次をすべて記入してください。

･･･

 １１  「担当教員」の「分類」については，別紙様式３の教員分類別内訳 の「分類」の「記号」（専，専・他，実・専，実・み，兼担，兼任）

 １２  「授業科目内容の概要」については，開講する各授業科目についての講義等の内容を簡潔に記入してください。ただし，法律

 １３  「シラバス等のページ」については，シラバス等の授業計画を記載した冊子中の該当ページを記入してください。ただし，法律

 １０  「受講生数（うち，ＬＳ外の学生）」については，同一科目を複数クラス開講している場合には，それぞれ記入してください。

 　１　評価実施年度の５月１日現在で，当該年度開講科目のみ記入してください。また，隔年開講の授業科目が評価実施年度に

　 ２　「授業科目名」については，開講する授業科目を４つの科目（法律基本科目，法律実務基礎科目，基礎法学・隣接科目，

 　４　「配当年次」については，配当年次が複数ある場合（例えば，２，３年次配当）は，当該配当年次をすべて記入してください。

 　５　「学期」については，『前期』，『後期』等の区分を記入してください。

 　７　「必修・選択等」については，『必修』，『選択』，『選択必修』等の区分を記入してください。

　 ９　「授業方法（形態）」については，『講義』，『演習』，『実験』，『実習』若しくは『実技』のいずれかを，これらを併用する場合には

 　８　「開講方法」については，『毎年』，『隔年』の区分で記入してください。なお，隔年開講については，今年度開講していれば『隔年

法
律
基
本
科
目

公法系科目
（憲法・行政法）

民事系科目
（民法・商法・
民事訴訟法）

刑事系科目
（刑法・刑事訴訟法）

法
律
実
務
基
礎
科
目

現行

　 授業科目内容の概要
シラバス等
のページ

○○大学大学院○○研究科○○専攻

授業方法
（形態）

 

修正案

授業方法
（形態）

受講生数（うち，
ＬＳ外の学生）

担当教員
科　　　目 授業科目名  

･･･

･･･

･･･

･･･

･･･



備考（理由）

①　教員一覧の「専門分野」と「担当

教員一覧 教員一覧 　　 授業科目」の間に「実務経験年

     数」を追加･･･平成１７年度に実
　   施した法科大学院認証評価（予
　　 備評価）を踏まえ，主として，基

     準８－３－１を分析をするにあ

授業科目名 単位数 集・オ 授業科目名 単位数 集・オ 　　 たり，実務の経験を有する専任

     教員の経歴（職種と年数）が必
     要であるため
②　 （注）４として，教員一覧の「実
　　 務経験年数」の説明の追加･･･
     ①の追加により，記入説明が
　　 必要であるため

･･･ ･･･ ･･･ ･･･ ③　現行の（注）４以降の番号の変
　　 更･･･②の追加による見出し番
　　 号のずれをそろえるため
 
 
 
 

　 　 　 　

教員分類別内訳 教員分類別内訳

記　号 種別 数（人） 記　号 種別 数（人）
教　授 教　授
助教授 助教授
講　師 講　師
教　授 教　授
助教授 助教授
講　師 講　師
教　授 教　授
助教授 助教授
講　師 講　師
教　授 教　授
助教授 助教授
講　師 講　師
教　授 教　授
助教授 助教授
講　師 講　師
教　授 教　授
助教授 助教授
講　師 講　師

          　　「分類」の「記号」により記入してください。

           　 なお，研究科長，専攻長等に就いている場合にはあわせて記入してください。               記入してください。

　　　　 ４　教員一覧の「実務経験年数」については，教員分類別内訳の「分類」の記号「実・専，実・み」に該当する教員のみ記入してください。

               担当する場合は，当該授業科目を担当する教員ごとの単位数に対する担当時間数の割合により記入して               「職種」については，「法曹」または「その他」を記入してください。法曹としての実務の経験を有する場合には「法曹」と，法曹以外の

　　　　 　   実務経験を有する場合には「その他」と記入してください。また，「年数（年）」については，当該教員の実務の経験年数を「職種」ごと

 （例：授業科目（２単位）の時間数が30時間で，当該科目を２人の教員（担当する時間数は，それぞれ20時間               に記入してください。 （例：裁判官の経験年数が７年１１ヶ月，民間企業勤務の経験年数が６年１０ヶ月の教員の場合には，「職種」は

 と10時間）で担当する場合には，それぞれ，２（単位）×20÷30＝1.33・・・≒『1.3』，2（単位）×10÷30＝0.66               『法曹／その他』，「年数（年）」は 『７．１１／６．１０』となります。）

               を担当する教員ごとの単位数に対する担当時間数の割合により記入してください。なお，単位数については，小数点第２位を四捨五入して

 には『オ』と記入してください。

              場合には，それぞれ，２（単位）×20÷30＝1.33・・・≒『1.3』，2（単位）×10÷30＝0.66・・・≒『0.7』となります。）

研究科・専攻名又は学部・学科名等を，他大学等を担当する教員の場合には，大学・研究科・専攻名又は

大学・学部・学科名等を記入してください。

              を，他大学等を担当する教員の場合には，大学・研究科・専攻名又は大学・学部・学科名等を記入してください。

科目」， 「他大学等担当授業科目」の合計を記入してください。

              の合計を記入してください。

ある「自大学他専攻等担当授業科目」及び「他大学等担当授業科目」の記入は必要ありません。この場合， 

　　　　　　 に係る単位数となります。　

○○大学大学院○○研究科○○専攻

別紙２（別紙様式３） 別紙２（別紙様式３）

○○大学大学院○○研究科○○専攻

現行

法曹としての実務の経
験を有する者（内数）

修正案

　　        　科目」及び「他大学等担当授業科目」の記入は必要ありません。この場合，「年間総単位数」については，「自大学法科大学院担当授業科目」

　　　　 ８　教員一覧の「年間総単位数」については，「自大学法科大学院担当授業科目」，「自大学他専攻等担当授業科目」，「他大学等担当授業科目」

　　　　 ７　教員一覧の「担当授業科目」の「大学等名」については，自大学他専攻等を担当する教員の場合には，研究科・専攻名又は学部・学科名等

               ください。（例：授業科目（２単位）の時間数が30時間で，当該科目を２人の教員（担当する時間数は，それぞれ20時間と10時間）で担当する

　　　 　５　教員一覧の「担当授業科目」，「年間総単位数」に係る単位数の計算にあたり，複数教員による授業科目を担当する場合は，当該授業科目

　　　   ３　教員一覧の「職名」については，教員分類別内訳の「種別」を記入してください。なお，研究科長，専攻長等に就いている場合にはあわせて

(注）    １　評価実施年度の５月１日現在で記入してください。

実務家・みなし専任教員（年間６単位以上の授
業を担当し，かつ，法科大学院のカリキュラム
編成等の運営に責任を有する者）

実・み

教 員 名 年 齢

担当授業科目

分 類  
　

備考

兼担教員（学内の他学部等の教員） 兼担

兼任教員（他の大学等の教員等） 兼任

　　　　 ９　教員分類別内訳の「分類」の「兼任教員（他の大学等の教員等）」に該当する教員については，教員一覧にある「自大学他専攻等担当授業

　　　　 ２　教員一覧については，「分類」ごと，かつ，「職名」ごとの順に記入し，「分類」については，教員分類別内訳の「分類」の「記号」により記入

　　　  　　  してください。

　　　　 ６　教員一覧の「担当授業科目」の「集・オ」については，集中講義の場合には『集』と，オムニバス授業の場合には『オ』と記入してください。

専任ではあるが，他の学部・大学院の専任教員 専・他 法曹としての実務の経
験を有する者（内数）

実務家・専任教員 実・専

 

分　　　　類

専任教員 専

自大学法科大学院担当授業科目専門分野

担当授業科目

職種 年数（年）
自大学法科大学院担当授業科目

実務経験年数

備考分 類  教 員 名 年 齢 専門分野

分　　　　類

               ・・・≒『0.7』となります。）　　 　 　　 

兼担

専

専任ではあるが，他の学部・大学院の専任教員 専・他

実務家・専任教員 実・専

専任教員

　　　　 ２　教員一覧については，「分類」ごと，かつ，「職名」ごとの順に記入し，「分類」については，教員分類別内訳の

　　　　　　 「年間総単位数」については，「自大学法科大学院担当授業科目」に係る単位数となります。

　　　　 ５　教員一覧の「担当授業科目」の「集・オ」については，集中講義の場合には『集』と，オムニバス授業の場合

　　　　 ８　教員分類別内訳の「分類」の「兼任教員（他の大学等の教員等）」に該当する教員については，教員一覧に

　　　 　４　教員一覧の「担当授業科目」，「年間総単位数」に係る単位数の計算にあたり，複数教員による授業科目を

　　　　 ７　教員一覧の「年間総単位数」については，「自大学法科大学院担当授業科目」，「自大学他専攻等担当授業

　　　　 ６　教員一覧の「担当授業科目」の「大学等名」については，自大学他専攻等を担当する教員の場合には，

　　　　  　　ください。なお，単位数については，小数点第２位を四捨五入してください。

実務家・みなし専任教員（年間６単位以上の授業を
担当し，かつ，法科大学院のカリキュラム編成等の
運営に責任を有する者）

実・み

兼任

　　　   ３　教員一覧の「職名」については，教員分類別内訳の「種別」を記入してください。

(注）    １　評価実施年度の５月１日現在で記入してください。

兼担教員（学内の他学部等の教員）

兼任教員（他の大学等の教員等）


